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道内景気は、緩やかに持ち直している。

生産活動は横ばい圏内で推移している。需要面をみると、個人消費は、大型小売店販売額

が前年を上回っているほか、新車販売台数が堅調に推移するなど、持ち直している。住宅投

資は、前年を上回っている。設備投資は、持ち直し基調にある。公共投資は、前年を上回っ

ている。観光は、新幹線開業等により来道客数が増加している。輸出は、EUや北米向けな

どが減少した。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は、低水準が続いている。消費者

物価は、前年を下回っている。

現状判断DI（北海道） 
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１．景気の現状判断DI～３か月ぶりに低下

景気ウォッチャー調査

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１２月の景気

の現状判断DI（北海道）は、前月を０．１ポイ

ント下回る４７．０となり、３か月ぶりに低下し

た。また、横ばいを示す５０を１６か月連続で下

回った。

一方、景気の先行き判断DI（北海道）

は、前月を１．１ポイント上回る４９．１となっ

た。また、横ばいを示す５０を７か月連続で下

回った。

１１月の鉱工業生産指数は９６．０（前月比

＋２．９％）と２か月ぶりに上昇。前年比（原

指数）では＋２．８％と２か月ぶりに上昇し

た。

業種別では、前月に比べ、金属製品工業な

ど３業種が低下したが、電気機械工業、石

油・石炭製品工業、輸送機械工業など１３業種

が上昇した。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～３か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 
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４．乗用車新車登録台数～４か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 

千人 ％ 

11109876543228/11227/11

500

300

200

100

0 -100

100

0

200

400 300

400

５．札幌ドーム来場者～６か月ぶりに減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：�札幌ドーム）

１１月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋０．４％）は、３か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比▲７．４％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品、その他のすべての品目

で前年を下回った。スーパー（同＋２．６％）

は、飲食料品が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．１％）

は、３８か月連続で前年を上回った。

１１月の乗用車新車登録台数は、１３，２７５台

（前年比＋１１．４％）と４か月連続で前年を上

回 っ た 。 車 種 別 で は 、 普 通 車 （ 同

＋１５．２％）、小型車（同＋１９．３％）、軽乗用車

（同＋０．２％）が、いずれも増加した。

４～１１月累計では、１１２，６５５台（前年比

＋２．６％）と前年を上回っている。小型車

（同▲１．８％）、軽乗用車（同▲４．２％）は前年

を下回っているが、普通車（同＋１５．１％）が

前年を上回っている。

１１月の札幌ドームへの来場者数は２７７千人

（前年比▲２．３％）と６か月ぶりに前年を下

回った。内訳は、プロサッカーが５５千人（同

＋２４．９％）、その他が２２２千人（同＋５．３％）。

プロ野球は試合開催が無かった。

１試合あたり来場者数は、プロサッカーが

２７，６４０人（同＋８７．３％）だった。

道内経済の動き
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６．住宅投資～４か月連続で増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛） 

７．建築物着工床面積～２か月ぶりに減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～４か月ぶりに増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�ほか２社）

１１月の新設住宅着工戸数は、３，４９７戸（前

年比＋１０．８％）と４か月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（同▲１．９％）が

減少したが、貸家（同＋１４．１％）、分譲（同

＋２５．８％）が増加した。

４～１１月累計では、２８，９０５戸（前年比

＋１０．５％）と前年を上回っている。利用関係

別では、持家（同＋２．８％）、貸家（同

＋１４．６％）、分譲（同＋１１．７％）が、いずれ

も増加している。

１１月の民間非居住用建築物着工床面積は、

９７，４２６㎡（前年比▲２．２％）と２か月ぶりに

前年を下回った。業種別では、非製造業（同

＋３．０％）が前年を上回ったが、製造業（同

▲４２．０％）が前年を下回った。

４～１１月累計では、１，４７４，４６２㎡（前年比

＋５．８％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同＋４９．５％）、非製造業（同

＋２．３％）が、いずれも前年を上回ってい

る。

１２月の公共工事請負金額は、１７３億円（前

年比＋８．８％）と４か月ぶりに前年を上回っ

た。発注者別では、国（同＋１１２．６％）、北海

道（同＋４６．５％）、市町村（同＋２２．７％）

が、いずれも前年を上回った。

４～１２月累計では、請負金額７，０１０億円

（前年比＋３．９％）と前年を上回っている。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０１７年２月号
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９．来道客数～２５か月連続で増加

来道客数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～６か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出は１３か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

１１月の国内輸送機関利用による来道客数

は、９９９千人（前年比＋４．１％）と２５か月連続

で前年を上回った。輸送機関別では、航空機

（同＋１．５％）、JR（同＋５０．９％）、フェリー

（同＋２．１％）が、いずれも前年を上回った。

４～１１月累計では、９，５２４千人と前年を

６．４％上回っている。

１１月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、９２，６３１人（前年比＋２０．６％）と６か月連

続で増加した。４～１１月累計では、８２３，６４５

人（同＋１２．５％）と前年を上回っている。

空港・港湾別では、新千歳空港が８２，００５人

（前年比＋２８．６％）、旭川空港が２，４５６人（同

▲５７．１％）、函館空港が８，１４４人（同＋１３．０％）

だった。

１１月の道内貿易額は、輸出が前年比３３．８％

減の２５７億円、輸入が同４．２％減の８７１億円

だった。

輸出は、鉄鋼や自動車の部分品などが減少

し、１３か月連続で前年を下回った。輸入は、

石油製品などが減少し、１６か月連続で前年を

下回った。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０１７年２月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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１２．雇用情勢～改善が続く

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は４か月ぶりに減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）
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平成27年 
＝100.0

１４．消費者物価指数～２０か月連続で前年を下回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は１．１０倍（前年比＋０．０８ポイント）と８２か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比５．７％増加し、２か

月ぶりに前年を上回った。業種別では、医

療・福祉（同＋１１．３％）、卸売業・小売業

（同＋１０．９％）などが増加した。

１２月の企業倒産は、件数が２０件（前年比

▲９．１％）、負債総額が２７億円（同▲７３．７％）

だった。件数は４か月ぶりに前年比減少、負

債総額は７か月連続で前年を下回った。

業種別では、卸売業が６件、サービス・他

が４件などとなった。

１１月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は９９．７（前月比＋０．１％）と３か月

連続で上昇した。前年比は▲０．５％と、２０か

月連続で前年を下回った。

生活関連重要商品等の価格について、１１月

の動向をみると、食料品、日用雑貨等の価格

は、概ね安定して推移している。石油製品の

価格は、灯油の価格が前月に比べ値上がりし

ている。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移 
売上DI 利益DI全産業 
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１．平成２８年１０～１２月期 実績

前期に比べ、売上DI（△４）は３ポ

イント上昇、利益DI（△７）は２ポイ

ント低下した。台風被害の影響が重荷と

なるも、復旧工事増加などが下支えし、

総体の業況は横ばい圏内で推移した。

２．平成２９年１～３月期 見通し

売上DI（△１０）は６ポイント、利益

DI（△８）は１ポイント、それぞれ低

下する見通し。人手不足が続いているこ

となどを受けて、先行き見通しは慎重感

が根強い。

項 目
２５年

１０～１２
２６年
１～３４～６７～９１０～１２

２７年
１～３４～６７～９１０～１２

２８年
１～３４～６７～９１０～１２

２９年
１～３
見通し

売上DI １９ １７ △１０ △１１ △１４ △２３ △９ △９ △９ △１９ △９ △７ △４ △１０
利益DI １ ５ △２０ △１７ △２１ △１９ △８ △１０ △７ △１２ △６ △５ △７ △８

定例調査

業況は横ばい圏内で推移
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配付し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第６３回定例調査（２８年１０～１２月期実績、２９年１～３月期見通し）
回答期間：平成２８年１１月中旬～１２月上旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

＜図表２＞業種別の要点

要 点
（平成２８年１０～１２月期実績）

２８年
１～３

２８年
４～６

２８年
７～９

２８年
１０～１２

２９年
１～３

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 売上、利益とも横ばい圏。
売上ＤＩ △１９ △９ △７ △４ △８ △１０
利益ＤＩ △１２ △６ △５ △７ △９ △８

製造業 食料品製造業は利益減少。
売上ＤＩ △１８ △３ △３ △３ △８ △１１
利益ＤＩ △２１ △８ △３ △１０ △８ △９

食料品 原材料価格上昇が重荷に。
売上ＤＩ ３ ０ △８ ５ △８ △５
利益ＤＩ △１３ ０ １１ △５ ３ ５

木材・木製品 製材業が売上増加。
売上ＤＩ △５３ ０ △５ ０ ０ △５
利益ＤＩ △２６ △１２ △１５ △１７ ０ △１１

鉄鋼・金属製品・
機械 金属製品は持ち直す。

売上ＤＩ △１７ △５ △１３ △１１ △１１ △２３
利益ＤＩ △１７ △８ △１３ △９ △１６ △２３

非製造業 ホテル・旅館業が低調。建設業は
持ち直し。

売上ＤＩ △２０ △１１ △９ △５ △８ △９
利益ＤＩ △８ △５ △６ △５ △９ △８

建設業 民間工事は堅調続く。公共工事主
体の業者にも明るさ。

売上ＤＩ △１５ △１５ △１６ △１ △１０ △９
利益ＤＩ △１４ △１３ △２５ △１２ △１７ △１１

卸売業 建材、鋼材関係は持ち直し。食品
卸は不振。

売上ＤＩ △３４ △３０ △６ △７ △３ △２５
利益ＤＩ △２６ △９ ０ ２ △５ △１５

小売業 燃料店の低調が続く。
売上ＤＩ △２７ △１５ △３０ △３１ △１４ △１４
利益ＤＩ △５ △９ △１２ △２０ △６ △９

運輸業 売上、利益とも横ばい圏。
売上ＤＩ △７ △７ △６ △６ ０ ０
利益ＤＩ ２８ ２１ ３ ６ ６ １６

ホテル・旅館業 災害の影響により、売上、利益と
も減少。

売上ＤＩ ６ ３９ １７ △２９ △１７ △２０
利益ＤＩ １８ １７ ２２ △２０ △１７ △１３

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ４０６ １００．０％
札幌市 １５４ ３７．９ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８８ ２１．７
道 南 ３６ ８．９ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５９ １４．５ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６９ １７．０ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７１０ ４０６ ５７．２％
製 造 業 ２０５ １１７ ５７．１
食 料 品 ６９ ３９ ５６．５
木 材 ・ 木 製 品 ３５ １９ ５４．３
鉄鋼・金属製品・機械 ６２ ３５ ５６．５
そ の 他 の 製 造 業 ３９ ２４ ６１．５
非 製 造 業 ５０５ ２８９ ５７．２
建 設 業 １３６ ７９ ５８．１
卸 売 業 １１１ ６０ ５４．１
小 売 業 ９３ ４５ ４８．４
運 輸 業 ５０ ３２ ６４．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １５ ４４．１
その他の非製造業 ８１ ５８ ７１．６

業種別回答状況

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別） 
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 
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卸　売　業 

小　売　業 
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そ　の　他 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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＜図表１０＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�人手不足（５１％） △２ ホテル・旅館業（８０％）、建設業（６５％）、運輸業（６５％）の人手不足
感続く。

�売上不振（３３％） △１ 災害の影響を受け、ホテル・旅館業（４０％）が２３ポイント上昇。

�諸経費の増加（３１％） △２ 木材・木製品（５０％）が１８ポイント上昇。

�過当競争（３０％） △５ 小売業（６６％）、卸売業（４３％）で、それぞれ１位。

�人件費増加（３０％） ＋４ 製造業（３２％）は４ポイント、非製造業（２９％）は３ポイント、それ
ぞれ上昇。

�原材料価格上昇（２８％） ＋４ 食料品（６４％）、木材・木製品（５０％）など、製造業（４５％）でウェ
イト高まる。

＜図表１１＞当面する問題点（上位項目）の推移

（複数回答）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人手不足
① ① ② ② ② ① ① ② ② ① ① ①
５１ ４０ ５１ ３３ ３４ ３２ ５６ ６５ ３５ ５０ ６５ ８０ ５９
（５３）（３８）（５４）（３７）（３５）（１７）（５９）（６６）（３４）（５３）（７１）（８９）（６６）

�売上不振
② ② ① ① ① ③ ③ ③ ②
３３ ３８ ２１ ５０ ３７ ５９ ３２ ３７ ３１ ３４ ２３ ４０ ２６
（３４）（４１）（３０）（４７）（４１）（５２）（３２）（３６）（３４）（３５）（２７）（１７）（２６）

�諸経費の増加
③ ③ ① ③ ③ ③
３１ ３４ ３３ ５０ ３１ ２７ ２９ ３３ ２８ ２５ ２９ ２７ ３０
（３３）（３５）（４６）（３２）（３０）（３０）（３２）（３０）（２８）（３１）（４４）（３９）（３０）

�過当競争
② ② ① ①

３０ １５ １５ １１ １１ ２３ ３６ ３８ ４３ ６６ ７ － ２８
（３５）（２３）（１９）（２１）（２２）（３５）（３９）（４６）（４６）（５５）（１５）（１１）（３０）

�人件費増加
③ ③ ②

３０ ３２ ４１ ２２ ２６ ３２ ２９ ３０ １６ ４１ ２３ ２０ ３９
（２６）（２８）（３８）（１６）（２４）（２６）（２６）（２５）（１５）（３１）（２４）（３３）（３４）

�原材料価格上昇
① ① ② ② ③

２８ ４５ ６４ ５０ ３４ ２３ ２１ ２０ １９ １６ ３６ ３３ １５
（２４）（３３）（４９）（３２）（２４）（２２）（２０）（２１）（１６）（１８）（２９）（２８）（１７）

�販売価格低下 １５ １７ １３ １７ ２０ １８ １５ １０ ２１ ３２ ３ － １３
（１６）（１３）（５）（１６）（１１）（２６）（１８）（１４）（２６）（３３）（９）（６）（９）

	価格引き下げ要請 １０ １１ １０ ６ １７ ９ ９ １０ １７ ２ － ７ １１
（９）（１１）（５）（１１）（２２）（４）（８）（６）（２０）（－）（３）（６）（９）


設備不足 ５ １０ １３ ６ ３ １８ ３ － ２ ２ ７ ２７ ２
（６）（１１）（８）（５）（１１）（２２）（４）（－）（３）（２）（－）（２８）（６）

�資金調達 ６ ４ ３ １１ ３ － ７ ９ ５ １１ ３ ７ ６
（５）（３）（５）（－）（５）（－）（６）（８）（５）（４）（６）（－）（６）

�代金回収悪化 ３ ２ ３ ６ － － ３ １ ５ ７ － － ２
（２）（－）（－）（－）（－）（－）（２）（－）（１２）（－）（－）（－）（－）

その他 ４ ７ １０ － ３ １４ ３ ４ ３ ２ ３ － ４
（４）（３）（８）（－）（－）（４）（４）（３）（８）（２）（－）（－）（４）

＜図表１３＞地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２８年
１～３４～６７～９１０～１２

２９年
１～３
見通し

２８年
１～３４～６７～９１０～１２

２９年
１～３
見通し

２８年
１～３４～６７～９１０～１２

２９年
１～３
見通し

全 道 △１９ △９ △７ △４ △１０ △１２ △６ △５ △７ △８ ３５ ３５ ３６ ３８ ２４（３５）

札幌市 △２５ △１３ △４ △９ △１１ △１７ △１１ △１ △９ △９ ３７ ３９ ４０ ４１ ２８（３０）

道 央 △８ ０ △９ ６ △７ ７ ８ ６ △２ △１ ４０ ４１ ４１ ４１ ２１（３５）

道 南 △１７ △３ ０ ６ △６ △１７ ５ △５ ６ △９ ２３ ２２ ３６ ２９ １８（５０）

道 北 △２４ △１３ △１３ △５ △１７ △１７ △７ △２０ △１０ △１４ ４２ ３４ ３１ ３７ ２７（３９）

道 東 △１８ △９ △１２ △９ △９ △１７ △１６ △１７ △９ △９ ２７ ２６ ２７ ３２ １９（３３）
（ ）内は設備投資未定企業

＜図表１２＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査
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今回の調査では、昨夏に相次いだ台風上陸の影響は明暗が分かれました。食料品や観光関

連業種では、原材料価格の上昇や宿泊者減少などにより業況が後退した一方、建設関連業種

は復旧工事増加の恩恵を受け、持ち直しの動きがみられました。先行きについては、強い人

手不足感が続いているほか、人件費増加や仕入価格上昇によるコスト増加懸念も高まりつつ

あるようです。企業にとっては、人材育成や業務の見直しにより事業効率をいかに改善して

いくかが重要となっています。

以下に、企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．食料品製造業

２．木材・木製品

３．鉄鋼・金属製品・機械

４．その他の製造業

＜水産加工業＞ 水産資源の減少により、ホ

タテ、サケ、イカなどの仕入価格が高くなっ

ているが、販売価格に転嫁できていない。

＜乳製品製造業＞ 売上は前年を上回って推

移しているが、主原料である生乳の調達が十

分でなく、販売調整を行いながらの製造と

なっている。来期も生乳の大幅増産は見込め

ず。限られた原料をいかに有効に使い利益に

結びつけるかが課題。

＜食料品製造業＞ 引き続き人員不足であ

り、退職防止を目的とした人件費の増加、さ

らに製品の生産体制にも影響が出ているが、

待遇改善によって職員のモチベーション維持

に努めるとともに、物件費削減を進めて事業

効率を高める。

＜製材業＞ 増収であるも、原材料費や外注

加工費の増加が収益を圧迫している。受注は

好調であるので、原材料費圧縮のための社有

林で生産された原料の投入も検討し、コスト

管理に注力する。

＜金属製品製造業＞ 売上は災害復旧が有っ

たため比較的好調。コンクリート二次製品向

けの鉄筋は道路関連の仕事が減っているせい

か受注が減少しているが、大型建築物用の製

品は来年度以降にニーズが高まるだろう。

＜金属製品製造業＞ 全道的に工事量が限ら

れる中、価格競争が激しくなり単価が低下し

ている。作業効率を上げコストダウンを目指

す。

＜機械器具製造業＞ 多能工の不足により生

産効率が低下していることが課題である。人

材育成を図り中間層を強化していく。

＜ゴム製品製造業＞ 安定的な受注を確保す

ることができ、売上は一昨年の水準に回復す

ると見込んでいる。営業推進体制の改善を目

指し、体制の見直しや工夫を行っている。

経営のポイント

人材育成・業務見直しによる事業効率改善が重要に
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５．建設業

６．卸売業

＜建設業＞ 一連の台風被害による緊急災害

復旧工事にて収益は大幅に改善する。今後発

注が見込まれる復興工事に備えて技術員、重

機、協力会社の確保に注力しているものの、

苦戦している。

＜建設業＞ 補正予算が成立したので来期の

業績には期待ができる。建設業の労働環境は

悪いイメージを持たれているので、良いイ

メージに転換できるよう業界を挙げて取り組

みを行っている。

＜建設業＞ 台風被害を受けた復旧工事受注

が増加している。来年度以降も工事が続く見

通しであるが、現場管理者が不足している。

＜建設業＞ 当地の公共土木工事は減少傾向

である。建築工事は水産関連の案件が一巡し

ており、今後はホテルなどの観光施設投資に

期待している。

＜建設業＞ 補正予算による公共事業費の増

加に期待している。新規に入社する人材がお

らず、教育制度の充実や会社PRの必要性を

痛感している。

＜建設業＞ 業界全体に言えることは高齢者

の増加と若年層の人材不足である。賃金と労

働環境の改善を国や市町村が主体となって考

えていかなければ、先行きに明るい兆しが見

えてこない。

＜住宅建築業＞ 廉価イメージのマーケティ

ングが奏功。イベント集客効果もあり売上が

伸びている。一方で資材価格上昇による利益

率の低下や人手不足が続き、今後の客単価や

付加価値をどう増やすか課題。

＜電気通信工事業＞ 工事量が下期に偏重し

ていることから、上期は低稼動による固定費

負担が増加する一方、下期は施工能力超過に

より収益機会を逸している。対策として、技

術者のマルチスキル化や部署間・支店間の人

材流動化による施工効率化を図る。

＜野菜卸売業＞ 台風の影響から品薄感が続

き、仕入価格が上昇傾向にあったが、少し落

ち着いてきた。

＜穀物卸売業＞ 今年度の農作物は天候不順

の影響を受け、出来高は例年に比べ減少して

いる。来年度の販売量をいかに確保するか、

価格への対応も含めて気がかりである。

＜鋼材卸売業＞ 売上高は回復基調にあるも

当面大幅な上積みは期待できない。ただし、

来年度の手持ち受注は例年以上のものがあ

り、来春以降の業績回復に期待している。

＜建材卸売業＞ 地方では人口減少が進んで

おり、需要を求めて営業エリアが年々広がっ

ている。配送経費等もかさみ、コスト増加を

危惧している。

経営のポイント
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７．小売業

８．運輸業

９．その他の非製造業

＜機械器具卸売業＞ 若手従業員の定着率が

低いことに悩んでいる。職場外での研修など

も試しているが効果がない。人材不足から受

注の制約があることが残念である。

＜靴卸売業＞ 為替水準が円高傾向であった

ため利益率は良好であった。外部委託の取り

止めによる物流の効率化や、商品開発力の向

上を図っていく。

＜家具店＞ 耐久消費財の購入は慎重な姿勢

が続いているが、比較的高額な商品でも魅力

が伴うと売れることから、品揃えの見直しを

進めていく。

＜コンビニエンスストア＞ １１月は売上高が

落ち込む時期であるが、今年は記録的な寒さ

が続いたことで客数が例年以上に落ち込ん

だ。競合店の増加による売上減少も続いてお

り、年末に向けて季節商品の予約売上を伸ば

したい。

＜眼鏡店＞ 売上、利益状況は横ばい圏内で

落ち着いている。売上増強策を検討している

が、目玉商品が不足している感もあり、社員

教育を強化して接客力の向上を図る方針。

＜燃料店＞ OPECで原油生産減の合意がで

き、原油価格が上昇してきたが、小売価格へ

の転嫁が追い付いていない状況である。

＜運輸業＞ 軽油価格の安定や老朽車両入替

の推進が、燃料費や修繕費の削減につながっ

た。ドライバーの運行管理基準を満たしてい

くためには、輸送条件の改善が期待できない

荷主を逆選別していくしかない。質の良いド

ライバーを確保するためにも労働環境の整備

は避けて通れない。

＜運輸業＞ 来年以降、台風被害の復興工事

本格化などの需要があることは期待できる。

当面は原価削減に努力していくしかない。

＜運輸業＞ 天候不順により農産物輸送の収

益減少や輸送障害によるコスト増加など大き

な影響を受けている。

＜土木建築サービス業＞ 技術提案力の向上

に伴い受注増加が実現しており、増収増益基

調となってきた。引き続き技術開発に注力し

て更なる受注増加につなげていく。

＜建設機械器具リース＞ 競合が厳しいこと

で施工単価は低水準を余儀なくされているほ

か、人手不足も続いている。受注単価と仕事

量とのバランスを考え、取引先の見直しも必

要である。

＜廃棄物処理業＞ 人手不足が顕著になって

きた。これまで時給制、日給制の非正規社員

で対応してきた部門の正社員化を考えなけれ

ば、人材を確保することができない。

経営のポイント

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１７年２月号

ｏ．２４７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　経営のポイント  2017.01.12 17.09.14  Page 16 



― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１７年２月号

1981～2010年の海氷範囲中央値。線の内側は
50%以上の確率で海氷が存在することを示す。

2016 年 9 月の平
均海氷範囲。観測
史上 5 番目に小
さな値となった。

北米

グリーン
ランド

ロシア

１．北極をめぐる新たな国際関係出現の可能性

気候変動に関する政府間パネル第５次報告は、北極域の平均気温は地球全体の平均に比べて２

～３倍の速さで上昇し続けている事実と、今後も続く可能性の高いことを指摘した。現に北極海

の海氷は、１９７０年代から継続して減少傾向を示し、２０１０年以降は特に減少傾向が強まっている

（図１１）。このまま北極域の温暖化が進行すると、２０５０年代には夏の北極海から海氷が無くなる

可能性があると予測されている２。

地球の他の地域に先駆けて進行する北極域の温暖化と環境変化、並びに社会・経済への影響に

対処するためには、多国間の協調が不可欠であり、北極を場とする新たな国際関係や経済関係が

生まれ、拡大しようとしている。１９９６年のオタワ宣言を契機に発足した北極評議会は、北極圏に

国土を持つ８か国による、北極に関する閣僚級の政府間協議体である。北極評議会には、オブ

ザーバーとして政府間・地域間・議員間組織、NGO、非北極圏諸国１２か国（仏、独、ポーラン

ド、スペイン、蘭、英国、日本、中国、印、伊、韓国、シンガポール）も参加している。北極評

議会の目的は、北極圏に係る共通の課題、特に持続可能な開発・北極の環境保護を主題にして、

先住民族社会の関与を得つつ、北極圏諸国間の協力・調和・交流を促進することにある。

今日、北極の変化は、隣接する中緯度地域の気候・異常気象などに深く関係することが知られ

るようになり、非北極圏諸国であっても、北極の問題に無関心ではいられなくなってきた。ま

た、海氷減少により、北極海の天然資源開発や、北極海を横断して大西洋と太平洋を結ぶ航路の

商業利用の可能性が出てきた。さらにはシーレーン確保や安全保障問題においても、北極域の変

化が既往の国際関係に影響し得ることが顕在化してきた。こうして非北極圏諸国にとっても、北

極圏は新しいフロンティアとして認識されるようになった。

寄稿

北極海航路と北海道
～北極をめぐる新たな国際関係出現に備えて～

図１ ２０１６年９月の北極海の平均海氷面積

北海道大学 北極域研究センター
教授 大塚 夏彦
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― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１７年２月号

バランデイ

プリラズロムノエ

ムルマンスク市

パヤハ

ヤマル LNG 
カラ海

ノビ・ポート

ポベダ油田

2020年代に原油類6,000万ﾄﾝ規
模の積出しが計画されている。

図２ ロシア北極域の石油・天然ガス開発

北極評議会は、北極の環境と持続的利用に関する先進的な議論の中心となることにより、非北

極圏諸国からも大きな関心を寄せられる存在となっている。とはいえ、北極評議会はあくまでも

北極圏８ヶ国による協議体で、非北極圏諸国の発言権は限定され、採択された文書も国際法上の

拘束力をもつものではない。その一方、北極に関する国際的な連携関係は、北極評議会だけでな

く、非北極圏諸国と北極圏諸国、非北極圏諸国同士といった様々なネットワークによる連携関係

として拡大しつつある。また、国家間の連携関係だけでなく、バレンツ地域評議会、バレンツ事

務局など、地域同士が国家の枠を超えて連携する活動も行われるようになってきた。

２．２１世紀の新たなフロンティア～北極の天然資源

非北極諸国にとって、北極域に関する大きな関心事項は、天然資源開発、北極航路による海上

輸送路の啓開である。米国地質調査所は２００８年、北緯６６．５６度以北における北極地域には、世界

全体の石油の未発見可採資源量の１３％、天然ガスでは３０％が賦存すると推定し、世界から大きな

注目を集めた３。ただし交通手段がほとんどなく、苛酷な自然環境にある北極海においては、こ

れら資源の本格的な調査は、ほとんど進められてこなかった。近年、北極海の海氷の減退によ

り、資源探査、開発、生産、輸送の難易度が軽減され、新たな産地としての期待が生まれてき

た。ただし北極海での資源開発は、低温環境やインフラ不足など、依然として高コスト・高リス

クであることには変わりない。しかし、北極圏が石油・天然ガスの生産地域として国際市場に本

格的に出現すれば、生産・価格動向やエネルギー安全保障政策などに関し、消費国にとって新た

な調達環境が生まれる。長期的な視点・戦略での北極圏の石油・天然ガス開発は、否定的な案件

ではなく、将来に向けた選択肢のひとつとして見るべきである。

石油・天然ガスの世界有数の生産国であるロシアは、世界７位の石油確認埋蔵量を有するもの

の、可採年数は世界平均５０．７年の約半分にとどまる４。いまロシアでは、石油生産の約６割を占

める西シベリア地域の生産量が減退傾向にあり、これを東シベリア地域などの新規開発で補うと

ともに、東シベリアや北極圏での探鉱強化が進められている。近年は、バランデイ、プリラズロ
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― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１７年２月号

北東航路/北極海航路

北西航路

極点航路 ﾍﾞｰﾘﾝｸﾞ海峡

ﾏﾗｯｶ海峡
ｿﾏﾘｱ沖

スエズ運河ルート
図３ 北極海航路

ムノエ、ノビ・ポートなどから、通年での原油生産・出荷が拡大中である（図２）。カラ海で

は、２０２０年代には北極海航路を通じて年間６，０００万トンを超える規模の原油類輸送が現実化する

可能性がある５。同じくカラ海では２０１４年、確認埋蔵量８億バレルをこえる新たな油田（ポベダ

油田）が発見された。この油田地帯は地球上でも大規模な油田の一つになる可能性を秘めてお

り、地道な調査活動が続けられているという６。

天然ガス開発では、カラ海西部のヤマル半島において、ヤマルLNGと呼ばれる北極圏最大の

天然ガス開発が２０１７年の生産開始をめざして進行中である。ヤマル半島で生産されたLNGは、

夏は北極海航路を東航してアジア市場へ、冬は西航してフランスのLNG基地に輸送するもので

ある。LNG輸送には、砕氷船なしで氷海を航行する能力のある１５隻の砕氷LNGタンカーが就航

する。このうち３隻については株式会社商船三井が船主となることが決まっている。本格稼働時

には年間１，６５０万トンのLNG生産能力を持ち、その輸送は年間１６２航海にのぼることになる。

３．２１世紀の新たなフロンティア～北極海航路の新時代

３．１ 北極海航路の沿革

通商路としての北極海の利用は大航海時代

に遡る。しかし、北極海を通じて大西洋から

太平洋までの横断航海の成功は、北東航路が

１９世紀末、北西航路は２０世紀初めまで待つこ

とになる。ここに、北東航路とは北極海のロ

シア沿岸を通る航路、北西航路とは北米大陸

側のカナダ多島海を通るルートのことをいう

（図３）。北東航路は旧ソ連時代、重要な国内

輸送路として活用されてきた。北東航路のう

ち、特に海氷条件の厳しくなるカラ海から

ベーリング海峡までの区間は、旧ソ連時代か

ら北極海航路と呼ばれている。１９８６年、旧ソ

連のゴルバチョフ書記長が、この北極海航路

を国際航路として開放することを宣言し、国

際航路としての歩みが始まった。

北極海航路を使うと、欧州と東アジア間の海上輸送距離を、スエズ運河回りに比べて３０～４０％

短縮することができる。ただし航路区間には夏でも海氷が存在するため、安全に氷海航行するた

めの船体や機関の強化や各種の低温対策を講じたアイスクラス船と呼ばれる船であること、ロシ

アの原子力砕氷船による先導を受ける義務、４か月前の航行許可申請義務が、ロシア国内法に

よって定められていた。さらには、原子力砕氷船料金も負担しなくてはならない条件がついてい

た。シップ・アンド・オーシャン財団は１９９５年、ロシアのアイスクラス商船を使って横浜からキ

ルケネス（ノルウェー）間の北極海航路実証航海を実施し、商業航路の可能性を検討した７。し
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かし旧ソ連体制の崩壊、ロシア経済危機に加え、前近代的な北極海航路航行規則、並びに北東航

路の国際的な経済競争力低下などのため、北極海航路が国際市場から注目されることはなかっ

た。

２１世紀に入ると、北極海の海氷勢力の急速な減退が明らかになり、欧州アジア間の国際輸送路

としての可能性に関心が集まるようになった。おりしも、船舶燃料価格は高騰し、船社は輸送コ

ストを減ずるために減速運転など様々の対策を講じていた。中国では鉄鉱石やエネルギー資源需

要が急増し、その価格市場も高騰していた。こうした中、２０１０年、ノルウェー船社やロシア関係

機関などによって北極海航路による欧州・アジア間商業運航試験が実施され、夏の北極海の航行

が現実的に可能であることや燃料削減効果が実証された８。これを契機に２０１３年にかけて、夏期

における北極海航路による欧州・アジア間の輸送実績が急拡大し、２０１３年に北極海航路を横断し

て輸送された貨物量は１３６万トン、横断航行船舶数は７１隻に達した（図４）。この間、欧州側から

輸送された貨物は、鉄鉱石、ガスコンデンセート、ナフサ、LNGなどであった。またアジア・

太平洋側からはジェット燃料、石炭、冷凍水産品などが運ばれた。アジア側の主な仕向け先は、

中国、韓国である。日本には、ノルウェーからLNGが２度、欧州からナフサが２度、アイスラ

ンドから冷凍鯨肉が１度輸送された。しかし２０１４年に入ると、船舶燃料価格の下落、鉄鉱石市場

の下落、国際海上輸送価格の下落などから、北極海を通じた欧州・アジア間の天然資源輸送は経

済的な魅力を失い、急速に減退した。この状況は２０１６年においても継続している。

２０１３年、ロシアは北極海航路の航行規則を大幅改訂した。新規則では、事前申請はインター

ネットで１４日前まで、砕氷船支援は船のアイスクラスと海氷条件に応じて要否が決まり、海氷が

ない場合には、アイスクラス船でない一般船でも砕氷船なしでの航行を許されるようになった。

この改訂以降、多くの一般船やアイスクラスの低い船舶が多数北極海航路を航行する様になり、

全体として航行船舶数は増大する傾向にある。この多くはヤマルLNGを筆頭に、天然資源開

発、資源探査、資源輸送などを目的とするものである（図５中の赤破線の間）。
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３．２北極海航路の可能性

２０１０年以降に実施されてきた北極海航路の国際的な商業運航によって、実際的な運航経験とと

もに、事業性に関する多くの情報が得られ、北極海航路は不定期のバルク貨物輸送においては、

事業的な価値を発揮できるようになってきた。今後ヤマルLNGの輸送およびカラ海からの原油

輸送が本格化すると、北極海航路は北極圏産の資源輸送路として、通年で定常的に多くの船舶が

航行することになり、国際海上輸送の場に本格的に登場することになるであろう。こうしたなか

夏期の海氷減退が続いており、近年では９月・１０月の約２か月間は北極海航路上からほとんど海

氷が無くなり、多くの貨物船は砕氷船なしで運航している。海氷減退は、安全性、速達性、定時

性を向上させるとともに、砕氷船料・運転経費・燃料費など輸送コスト削減にもつながる。

そこで今後の興味は、海氷勢力減退のさらなる進行を背景に、北極圏の外部の地域を起終点と

する国際海上物流ネットワークの中から、北極海航路を利用する貨物が現われるかどうかであ

る。中国の海運関係者は、２０２０年には同国と欧州間の海上貨物の５％～１５％が北極海航路を利用

する可能性があるとの見解を公表し（２０１２年）、コンテナ搭載可能な耐氷船（１，２２６TEU）を用い

て、２０１３・２０１５・２０１６年に北極海航路によるコンテナ等の試験運航を実施してきた。そして今後

も試験運航を継続するとともに、将来の商業運航に積極的な展望を示している９。

今後、北極海航路による欧州アジア間の商業運航が実現するためには、定常的な貨物需要、こ

れに応えるアイスクラス貨物船、また安全性、定時性、輸送その他の品質を確保でき、かつ国際

海上輸送市場において経済優位性を保持できることなどが求められる。貨物需要に関しては、中

国だけでなく、輸送ルートに位置する韓国・日本からの需要を合わせて、通年で定常的な貨物需

要を確保することが現実的である。輸送コストは、燃料価格市場が再び上昇すれば、北極海航路

の競争力が現実的な水準になり得る。安全性・定時性は、海氷勢力減退によって改善されること

が期待できる。こうして、夏期の輸送については現実的な水準になり得るものの、冬期の北極海

航路は依然として厳しい海氷に覆われるため、夏期に就航したアイスクラス船を既往スエズ運河

ルートに就航させなければならない。したがって、通年で経済優位性を発揮できるビジネスモデ

ルが不可欠である。著者らは、４，０００TEUアイスクラス・コンテナ船を夏は北極海航路、冬はス

エズ運河ルートを、現在のスエズ運河ルートの標準的輸送日数である片道約４２日に対して２４．５日

に短縮して運航するシナリオについて有効性を検討した。その結果、輸送コストは、８，０００TEU

コンテナ船にてスエズ運河ルートを通年運航（寄港地は１２港、８４日ループ）した場合とほぼ同程

度となった１０。これは今日の超大型船（２０，０００TEU級）による輸送コストには及ばないが、代わ

りに速達性という利点を有する。北極海航路によるコンテナ輸送が実現するとすれば、この速達

性を生かしたビジネスモデルが鍵となると考えられる。
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ムルマンスク
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欧州ﾛｼｱ

北極開発ｻｲﾄ 

ｶﾑﾁｬﾂｶ

ｳﾗｼﾞｵｽﾄｸ 

中国 

韓国 

北極開発ｻｲﾄ 

欧州北部

：北極海航路ルート上の主要港湾
図６ 北極海航路と北海道

４．北極海航路と北海道

中国・韓国から北極海航路に向かう航路

は、宗谷海峡または津軽海峡を通過して太

平洋を北上する。北極海航路の商業利用が

始まると、この両海峡は北米航路、安全保

障に加え、新たな国際的重要性をもつこと

になる。北海道の関係者は、早くからこの

地政学的優位性に着目し、北極海航路の将

来戦略について検討を行っている１１。北海

道は、日本の自治体としては初めてロシア

のムルマンスク州（北極海航路の欧州側の

入り口に位置する）との連携関係を構築

し、北極海航路の利活用について、自治体

間での国際的な連携を模索している。地域

レベルでの国際連携の構築は、地域の産業界の活動の基盤となり得るものである。この活動は、

北極に関する国際的な地域間連携の萌芽として、欧州の研究界の関心を呼んでいる。

北極海航路に就航する、アイスクラス貨物船（砕氷能力はない）の建造費は、通常のものより

１０～３０％程度高額になる。この償却費の高くなる特殊な船舶を有効に運航するため、北極海航路

の両端にハブ港を設けてアイスクラス船をできるだけ高頻度に往復運航させるシナリオが以前か

ら提唱されている。このモデルは、砕氷能力を有する特に高額な船舶を就航させる場合には有効

になり得るが、一般船よりせいぜい３０％高額なアイスクラス船であれば、そのまま全ルートを運

航させた方が有利になる可能性が高い。北極海航路の経済合理性は、ハブ港の配置とその後の

フィーダー輸送網を含めた総合的な視点で評価する必要がある。特に北極海航路の東西端（欧州

側：バレンツ海、太平洋側；ベーリング海～北西太平洋沿岸）には近代的なコンテナターミナル

を有する港湾が無く、東側では北海道まで南下して初めて近代的インフラ施設を有する港湾とコ

ンテナ定期航路が出現する（図６）。このように北海道は、港湾インフラと輸送ネットワークに

おいても北西太平洋岸における重要な位置を占めている。しかし、北極海航路輸送ネットワーク

の拠点となるためには、欧州～北海道間の貨物が不可欠である。他地域向けの積み替えだけで

は、船舶が北海道に寄港する動機は乏しくなってしまう。この意味で、北極海航路によって距離

の縮まる欧州市場との間の商流拡大をはかることも重要な課題である。

短期的には、北極海航路輸送は北極海での資源開発関連貨物および生産された資源貨物輸送が

主体となる。こうした輸送活動の支援基地として、北海道は地理的だけでなく、海上・航空ネッ

トワーク、資機材供給・修理などのサービス等、機能的にも競争力を有している。また、中国が

展開する試験運航を活用し、北海道を経由した運航試験と商流拡大をはかることも期待される。
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〈はじめに〉

２０１５年に日本を訪れた中国人は４９９万人１と過去最高を記録しましたが、２０１６年１１月推計値で既

に５９５万人２と前年実績を大きく上回り推移しています。中国人観光客の購買意欲は旺盛で、「爆

買い」は一種の社会現象として２０１５年の新語・流行語大賞３に選ばれるなど、日本社会に大きな

インパクトを与えました。

一方、２０１６年に入り、爆買い収束、中国人観光客の訪日旅行ブームも終了かとの報道を耳にす

ることが多くなりました。何れも中国の景気減速や為替相場の変動などを理由としていますが、

果たしてそうでしょうか。国別の訪日観光客のトップは当面中国であることが見込まれ、北海道

への観光客は今後もいっそう増加すると予想されます。そして、この中国人観光客に対する取り

組みこそが、地方創生、北海道経済発展の大きな鍵になるでしょう。

１、中国人観光客の増加要因

中国人訪日観光客の増加要因は２つあります。１つは訪日観光ビザ（査証）発給要件の緩和で

す。我々日本人にとって、あまり馴染みのないビザですが、いわば渡航先の入国許可証に相当す

るものです。イギリスの移民コンサルティング会社、ヘンリー＆パートナーズが発表した「パス

ポートの自由度ランキング」４によると、２０１５年のビザ免除の国・地域で、日本が１７３カ国・地域

（世界第５位）であるのに対し、中国は５０カ国・地域（同８７位）と自由度が低く、海外旅行に際

しビザ取得が必要となるケースが多いのです。訪日観光ビザ取得についても、これまでは所得水

準のハードルが高かったのですが、２０１５年１月に「一定の経済力を有する者」に条件が大幅に緩

和され、対象が広がりました。

もう１つは、訪日観光ビザ発給要件を満たす中間所得層の爆発的増加です。近年の経済成長を

背景に、都市部のホワイトカラーの給与は急速な上昇を続けており、共働きが一般的である中国

においては今や１ヶ月の所得が３０万円を上回る家庭も珍しくありません。訪日観光は、景気減速

や多少の為替相場の変動、上海総合指数の上下に影響されるものではなく、既に可処分所得の中

から気軽に行くことのできる水準になっているのです。

２、何故日本に来るのか

中国人観光客の訪日目的は主に２つあると考えられます。１つは「感動」です。日本人が当た

り前と捉えていることが中国人に感動を与えています。交通秩序、礼儀正しさ、ゴミの無い街並

み、大自然、綺麗な空気、安全な食べ物などです。元来中国から伝わったはずなのに、中国には

既に存在しない歴史的建造物や文化財など、感動する要素が無限にあります。

もうひとつは「買い物」です。中国では「詐欺師だけは本物」と言われるほど、食べ物から

薬、ブランド品にいたるまで、ニセモノが蔓延しています。安全と言われる輸入品には関税と付

アジアニュース

中国人観光客は北海道経済発展の鍵
北洋銀行国際部 大連駐在員事務所

所長 高橋 智之
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加価値税と物流コストが上乗せされ国内品より相当高いうえに、それらも本物とは限りません。

既に一定の消費力を有している中間層は、自分自身、家族、親戚の為、高品質かつ本物の日本製

品を買い求めています。初めて日本を訪れた観光客が求める温水便座や炊飯器などの大量購入は

収束に向かっていますが、化粧品や日用品、薬を買い求める中国人の勢いは止まりません。これ

らは商品単価が低いため、２０１６年７－９月期の中国人観光客一人当たりの消費金額５は、昨年か

ら１８．９％減少し２２万円と減少していますが、未だに韓国の６．８万円、タイの１２．３万円と比較して

も、依然として訪日外国人消費額のトップであり、消費総額に占める割合の実に４５．３％に上って

います。

３、モノからコトへのシフトは北海道にとって大きなチャンス

北海道には、爆買いを経験した中国人が次に求める「コト」が数多くあります。それは、美し

い自然、美食、温泉、雪です。北海道は中国人の行きたい旅行先の１つとなっています。これ

は、２００８年公開の映画「狙った恋の落とし方」（中国語原題：非誠勿擾）の影響もありますが、最

近では専らSNS等の口コミによるところが大きいでしょう。筆者の友人達からも、広大な自然、

新鮮な空気のもと、静かに日頃の疲れを癒したい。阿寒湖を見ながら一心不乱に書を書きたい。

北海道の新緑の中でランニングをしたい。スキーを体験してみたい。流氷を見たいといった声が

数多く寄せられます。

そしてこれらを体験したのちに、自分自身、家族、親戚の日用品を購入できれば大満足という

訳です。中国人の眼は確実に北海道に向いており、大きなビジネスチャンスが広がっています。

北海道への関心が高く、消費力も極めて高い人々を受け入れない選択肢は無いでしょう。

４、中国に対する北海道側の情報不足

中国人観光客が急増する一方で、北海道では、中国経済減速などのマイナスイメージが先行

し、アセアンシフトに動いている様に感じます。それは、中国と北海道との情報量格差が要因と

言えるでしょう。

中国に住む我々駐在員の間では、中国経済は減速こそすれ、崩壊すると思っている人は殆どい

ません。また、普通の給与所得者が北海道よりはるかに高い不動産を所有し、日本やドイツ製の

車に乗り、気軽に日本旅行に行くなど、日本に関心を持ち、豊かな暮らしを過ごしている層が、

ここ数年間で爆発的に増加しているのを目の当たりにし、中国からの観光インバウンド誘致が、

極めて北海道経済の発展に効果が高いのではないかと感じています。

こうした現地の声を率直に受け止めている自治体や観光業者などは、中国人観光客獲得のチャ

ンスと捉え、新規航空路線の誘致や空港やインセンティブツアー（企業の報奨旅行）などの旅行

商品を積極的に売りこんでいるようです。海外からの訪日旅行客の推移や購買力、現地情報を冷

静に判断し、日本側でのマイナス報道に影響されることなく、得意先となる中国人旅行客を如何

に受け入れていくかが重要であると感じています。
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５、マナー

一方、中国人観光客の増加により、レストラン、ホテル・旅館の経営者からは、日本人の客離

れを懸念する声も聴かれます。一昔前の日本人観光客が欧米で顰蹙（ひんしゅく）を買っていた

ように、現在の中国がマナー改善途上であることは間違いありません。しかし、これには中国人

観光客への周知不足の面もあります。温泉の入り方、ホテル・旅館、レストランのキャンセル

ルール、禁煙区域の周知など、中国では許される、当たり前と思っていることが日本ではマナー

違反となることを知らない旅行客も多いのです。中国は面子（メンツ）を重んじる国であり、自

分自身の日本での振舞いがマナー違反とわかれば直ぐに改めます。また、あるホテルでは、温泉

の入り方を示すとともに、団体客とのフロア区別、朝食も専用会場を設置するなど、個人客への

配慮を行っています。こうした個人客と団体客との共存策も参考にすべきでしょう。

６、北海道内での消費促進～電子マネー決済の導入、ネット通販サイトの活用

最近、中国では現金に触れる機会が極端に減少しています。電子マネーの急激な普及により、

コンビニやスーパーでの買い物、レストランや公共料金支払からタクシーまで、スマホの電子マ

ネー決済が進んでいます。中国人観光客の日本での消費促進には、２、３年前までは、外貨両替

所や銀聯カード対応ATMの設置が必要と捉えられていましたが、現在、効果的と考えられるも

のは、アリペイ（支付宝）、ウィーチャットペイ（微信支付）の２大電子マネーの決済システム

導入です。今や、殆どの中国人がこの２大電子マネーの決済を財布替わりに利用しており、スマ

ホをかざすのみで瞬時に決済が完了するこのシステムは、日中双方にとって導入メリットが大き

いでしょう。

もうひとつは、タオバオ（淘宝）といったネット通販サイトの活用です。タオバオのホーム

ページやアプリで検索すると、Suicaといった交通系カードの販売や温泉宿泊券、一日ツアー、

空港送迎や運転手付きレンタカーなど、日本観光の関連商品がずらりと並んでいます。こうした

訪日前の消費を取込みする仕組みも効果的かつ重要です。

７、おわりに

２０１５年に中国人の海外旅行者は１億９００万人６に上り、現在もその数は増加を続けています。中

国には決して無い「コト」がある北海道には、一過性のブームではなく、今後も継続して沢山の

中国人観光客が訪れるでしょう。北海道への関心が高く、ボリュームの多い、消費力が極めて高

い中国人観光客に満足いただける取組みを行うことが、地方創生、北海道経済発展の鍵といって

も過言ではありません。

ｏ．２４７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２４～０２６　アジアニュース（中国人）  2017.01.20 15.27.09  Page 26 



― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０１７年２月号

経済コラム 北斗星

課題の多い平成２９年の北海道経済
新年おめでとうございます。このコラムがお目に留まる頃には、新しき年も既に１か月が

過ぎていることと思う。年頭に当たり北海道経済のこの先の１年に思いを巡らしてみたい。

先ず、日本経済の２９年の実質GDPについてみると、政府見通しは、前年比伸び率２９年

１．５％（２８年１．３％）、民間経済研究所１６社平均の見通しは、同２９年１．１％（２８年１．２％）となっ

ており、概ね昨年並みの成長は期待できそうな予想となっている。また、北海道の２９年度の

実質GDPについて、北海道二十一世紀総合研究所の見通しでは、前年比伸び率２９年度０．７％

（２８年度０．８％）と持ち直し基調が続くものと予想されている。もっとも、イギリスのEU離

脱交渉の行方、米国のトランプ新政権の経済政策の帰趨、中国を初め新興諸国の経済動向な

ど不確定要素も多く、決して楽観はできないという留保付きであることは否定できない。

更に、北海道経済については、本年は極めて課題多き年となることは確実である。以下、

重要な課題について、若干の所感を述べてみたい。

第１は、全国比ピッチの速い人口減少・少子高齢化（構造問題）の実体経済への影響が次

第に色濃く顕現化（とくにサービス産業における人手不足）しつつある中で、「地方創生」

への取り組みの持続性・継続性が問われる年となろう。昨年、慌ただしく作成された「地方

版総合戦略」の具体的施策は動き出しているか、各地方公共団体が結束して取り組むべき広

域的計画は出来ているかなど、大きな課題が目の前に立ちはだかっている。とくに目玉の

「食」と「観光」については、全国ほとんどの地域で主要施策として取り上げられており、

余程しっかり北海道らしさを打ち出していかないと、他地域との差別化が図れない懸念があ

る。

第２は、電力料金・エネルギー問題である。新聞報道によれば、規制委員会の新たな問題

提起により、泊原子力発電所の再稼働は年内には不可能とのことである。北海道の電力料金

は、全国比相対的に高い状態が続いており、このままでは北海道の産業の競争力低下にもな

りかねない。原子力発電については絶対反対という意見も多く見解が分かれる。確かに、何

時までも原子力発電に依存し続けることは適切ではないとしても、短期的には、規制委員会

の安全確認作業を急ぎ、１日も早い泊原発の再稼働による電力料金の引き下げが望まれる。

第３は、JR北海道の路線存続問題、国等の管理する７空港の一括民営化問題である。こ

れらは、何れも北海道の将来の交通インフラをどのように形成していくかという地域交通イ

ンフラにとって極めて重要な問題である。北海道の交通体系の将来の在り方について、総合

的な観点からビジョンをしっかり固めることが先ずもって求められる。

本年は、難しいこれらの問題に結論を出すべき年であり、決して先送りはできない。人口

減少に直面する北海道にとって、豊かで安心安全な地域社会を形成するためには、ベースと

して既存ビジネスの生産性向上（とくにウェイトの高い第１次、第３次産業）とニュービジ

ネスの新たな展開が求められるが、これらは今後、将来に向けて決して見失ってはならない

道標と言えよう。 （平成２９年１月１０日 北洋銀行会長 横内 龍三）

ｏ．２４７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２７　　　　　経済コラム　北斗星９  2017.01.20 15.25.57  Page 27 



マーケット情報

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０１７年２月号

【全体概要】
・１１月の販売額は、４，３４６万円（前年同月比▲１３．０％）、レジ客数２８，３９３人（同▲３．１％）、客単価
１，５３１円（同▲１０．２％）。閑散期に入り観光客が減少し、地元客の割合が多かった。

・部門別では、テレビで紹介された商品が人気となり農産品の売上が大きく伸びたが（同＋
１９．８％）、前年度に実施されたプレミアム商品券の反動もあり、菓子類（同▲２６．０％）などの
売上が大幅に減少した。

・４～１１月の累計では、販売額は３億７，７６８万円（前年比▲７．０％）。部門別では、日配品（同＋
１７．１％）が好調であったが、水産品（同▲１３．９％）、菓子類（同▲１３．３％）を始め、全体的に
前年を下回っている。

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 胆振 キンキいずし ５００g ３，６００ ６４ ２３０，０４０
２ 空知 鮭キムチ １，０００ ２２９ ２２８，６００
３ 石狩 冷凍毛ガニ姿 ２尾セット ６，０００ １９ １１４，０００
４ 釧路 炭焼さんま丼 ２６９ ４１７ １１２，０６９
５ 宗谷 天然ホタテ貝柱 １，５７４ ７０ １１０，２５０

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 空知 美唄やきとり ６１９ ３０６ １８８，２３２
２ 十勝 手作り餃子 ６００g ８９８ １６１ １４４，４８９
３ 十勝 手作り餃子 １２００g １，６９４ ８２ １３８，９０８
４ 空知 特上ラム ４００g ８８８ １０７ ９５，０１６
５ 石狩 放牧豚無添加ポークウインナー ２８４ ２０２ ８０，３９６

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ オホーツク たまコロ ４００ ６６０ ２６３，９０８
２ 渡島 王様しいたけ １，０００ １９９ １９７，０００
３ 空知 塩ゆで落花生 １，１００ １１５ １２６，７７０
４ 上川 わっさむペポナッツ １００g ９８０ １１９ １１６，６２０
５ 石狩 うめぼし ５０４ ２２１ １１１，３８４

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 渡島 トラピストバター １，１４３ ５６ ６７，２００
２ 後志 のむヨーグルト ５００ml ３４３ １４２ ４８，３６０
３ 根室 養老牛放牧牛乳 ９００cc １，０６５ ３４ ３６，１７６
４ 後志 のむヨーグルト １５０ml １４８ ２２６ ３２，６０５
５ 後志 クリスピーチーズ ３００ １０７ ３２，１００

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 じゃがポックル ８００ １，０５０ ８５８，９７７
２ 十勝 マルセイバターサンド １０個入 １，１１１ ３７８ ４５４，４９４
３ 石狩 白い恋人 １８枚 １，０５７ ３４６ ３６３，６２４
４ 十勝 マルセイバターサンド ５個入 ５５６ ５５７ ３３４，７５７
５ 石狩 キッズピュアチョコレート ８３０ ３２３ ２６８，０９０

＜札幌店＞ 札幌市北区北６西４ JR札幌駅西通り北口 北海道さっぽろ「食と観光」情報館内
＜資料出典＞ 一般社団法人 北海道貿易物産振興会 ホームページ

http : //www.dousanhin.com/shop/sapporo_jr/index-supportdata.php
＜問合せ先＞ 北海道経済部食関連産業室マーケティンググループ TEL：０１１‐２０４‐５７６６

北海道どさんこプラザマーケット情報 札幌店 【平成２８年１１月分】

（１）水産品 【７５４万円】

（２）畜産加工品 【１５０万円】

（３）農産品 【５３９万円】

（４）乳製品 【１５５万円】

（５）菓子類 【１，４８５万円】

ｏ．２４７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００　　　　　マーケット情報  2017.01.13 16.27.09  Page 28 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００

季調値
前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２４年度 ９９．６ △ １．９ ９５．８ △ ２．９ １００．３ △ ２．１ ９５．９ △ １．８ １０２．８ △ １．７ １００．１ △ ３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △ ３．７ ９８．９ △ １．２
２６年度 ９７．３ △ ３．９ ９８．４ △ ０．５ ９６．１ △ ５．３ ９７．５ △ １．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２７年度 ９４．８ △ ２．６ ９７．４ △ １．０ ９５．６ △ ０．５ ９６．３ △ １．２ １００．６ △ ３．３ １０６．８ １．８

２７年７～９月 ９５．４ ０．２ ９７．０ △ １．０ ９５．７ △ １．４ ９６．２ △ ０．７ １０１．３ △ ０．８ １１３．３ △ ０．５
１０～１２月 ９４．２ △ １．３ ９７．１ ０．１ ９４．９ △ ０．８ ９６．６ ０．４ １００．３ △ １．０ １１２．７ △ ０．５

２８年１～３月 ９３．３ △ １．０ ９６．１ △ １．０ ９２．９ △ ２．１ ９４．７ △ ２．０ １０３．５ ３．２ １１５．４ ２．４
４～６月 ９３．１ △ ０．２ ９６．３ ０．２ ９２．３ △ ０．６ ９４．９ ０．２ １０３．６ ０．１ １１３．９ △ １．３
７～９月 ９４．６ １．６ ９７．６ １．３ ９４．２ ２．１ ９５．６ ０．７ ９８．１ △ ５．３ １１０．９ △ ２．６

２７年 １１月 ９４．４ △ ０．２ ９７．１ △ １．１ ９５．５ １．１ ９６．２ △ ２．４ １００．３ △ ０．６ １１２．３ ０．４
１２月 ９３．７ △ ０．７ ９５．９ △ １．２ ９４．７ △ ０．８ ９４．９ △ １．４ １００．３ ０．０ １１２．７ ０．４

２８年 １月 ９３．２ △ ０．５ ９８．３ ２．５ ９２．４ △ ２．４ ９６．８ ２．０ １０３．０ ２．７ １１２．４ △ ０．３
２月 ９２．６ △ ０．６ ９３．２ △ ５．２ ９０．７ △ １．８ ９２．８ △ ４．１ １０３．３ ０．３ １１２．２ △ ０．２
３月 ９４．２ １．７ ９６．７ ３．８ ９５．７ ５．５ ９４．５ １．８ １０３．５ ０．２ １１５．４ ２．９
４月 ９３．９ △ ０．３ ９７．２ ０．５ ９３．９ △ １．９ ９６．０ １．６ １０５．０ １．４ １１３．４ △ １．７
５月 ９０．１ △ ４．０ ９４．７ △ ２．６ ９０．２ △ ３．９ ９３．５ △ ２．６ １０２．９ △ ２．０ １１３．９ ０．４
６月 ９５．４ ５．９ ９６．９ ２．３ ９２．８ ２．９ ９５．１ １．７ １０３．６ ０．７ １１３．９ ０．０
７月 ９５．３ △ ０．１ ９６．５ △ ０．４ ９３．７ １．０ ９５．８ ０．７ １０２．９ △ ０．７ １１１．２ △ ２．４
８月 ９２．９ △ ２．５ ９７．８ １．３ ９２．７ △ １．１ ９４．７ △ １．１ １０１．２ △ １．７ １１１．５ ０．３
９月 ９５．６ ２．９ ９８．４ ０．６ ９６．３ ３．９ ９６．４ １．８ ９８．１ △ ３．１ １１０．９ △ ０．５
１０月 r ９３．３ △ ２．４ ９８．４ ０．０ r ９２．９ △ ３．５ ９８．３ ２．０ r ９６．０ △ ２．１ １０８．６ △ ２．１
１１月 p９６．０ ２．９ ９９．９ １．５ p９５．７ ３．０ ９９．３ １．０ p９４．４ △ １．７ １０６．９ △ １．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△ ０．７ ２１１，５４７ △ １．２ ６６，４９３ △ １．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △ ０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△ １．０ １９９，９５２△ ０．９ ２０９，５４７ △ ４．１ ６７，０２１ △ ２．８ ７５８，０１６ △ ０．１ １３２，９３１ ０．０
２７年度 ９６１，５５４ ３．３ １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ １３１，４７７ ３．３

２７年７～９月 ２３０，５４９ ２．７ ４８，２２８ ２．８ ４９，５３５ ０．７ １５，９６４ ２．１ １８１，０１４ ３．２ ３２，２６４ ３．２
１０～１２月 ２５７，６１５ ２．２ ５３，４８７ １．３ ５９，６０８ △ １．０ １９，３１４ ０．１ １９８，００７ ３．０ ３４，１７３ １．７

２８年１～３月 ２３４，６８５ ３．９ ４８，２６３ １．７ ５３，０４４ △ １．９ １６，６１２ △ ２．０ １８１，６４１ ５．５ ３１，６５１ ３．５
４～６月 ２２８，３０５ ０．６ ４７，１１０△ ０．９ ４６，２９０ △ ３．６ １５，３２０ △ ４．５ １８２，０１５ １．７ ３１，７９０ ０．９
７～９月 ２３３，７５９ １．４ ４７，４５５△ １．６ ５０，４８５ １．９ １５，３７８ △ ３．７ １８３，２７４ １．２ ３２，０７７ △ ０．６

２７年 １１月 ７８，１４９ ０．１ １６，４９０△ ０．８ １７，７９２ △ ３．９ ５，９９２ △ ２．９ ６０，３５７ １．１ １０，４９９ ０．１
１２月 １０２，６０２ ３．３ ２０，９２５ ０．９ ２４，４４６ ０．５ ７，８２６ △ ０．１ ７８，１５５ ３．９ １３，０９９ １．２

２８年 １月 ８０，７４４ ５．１ １６，９１３ ２．１ １８，５３３ △ ０．１ ５，８６９ △ ２．１ ６２，２１１ ６．４ １１，０４４ ４．３
２月 ７２，９０８ ４．７ １４，８８６ ３．３ １５，８０８ △ ３．３ ４，９１２ △ ０．３ ５７，１００ ６．９ ９，９７４ ５．０
３月 ８１，０３３ ２．２ １６，４６３△ ０．２ １８，７０３ △ ２．５ ５，８３１ △ ３．２ ６２，３３０ ３．４ １０，６３３ １．３
４月 ７５，５２３ １．２ １５，４５６△ ０．１ １５，０８１ △ ３．６ ５，０１２ △ ４．０ ６０，４４３ ２．５ １０，４４３ １．９
５月 ７７，１５２△ ０．６ １５，９７８△ １．９ １５，６０３ △ ４．６ ５，１２５ △ ５．４ ６１，５４９ ０．５ １０，８５４ △ ０．１
６月 ７５，６２９ １．３ １５，６７５△ ０．７ １５，６０６ △ ２．５ ５，１８３ △ ３．９ ６０，０２３ ２．３ １０，４９２ ０．９
７月 ８１，２１９ ２．４ １７，２１０ ０．９ １８，４０７ １．９ ６，１６５ △ ０．４ ６２，８１２ ２．６ １１，０４５ １．６
８月 ７８，２６２△ １．２ １５，５４１△ ３．２ １５，２９０ △ ３．２ ４，５２９ △ ６．３ ６２，９７２ △ ０．６ １１，０１２ △ １．９
９月 ７４，２７９ ３．１ １４，７０５△ ２．７ １６，７８８ ７．２ ４，６８４ △ ５．２ ５７，４９０ １．９ １０，０２０ △ １．５
１０月 ７８，０７４ １．６ １５，９６６△ ０．７ １６，１１３ △ ７．２ ５，２４５ △ ４．６ ６１，９６２ ４．１ １０，７２０ １．４
１１月 ７８，４２９ ０．４ １６，４７９△ ０．１ １６，４７９ △ ７．４ ５，７９６ △ ３．３ ６１，９４９ ２．６ １０，６８３ １．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０１７年２月号

ｏ．２４７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標　※項目増  2017.01.17 15.35.15  Page 29 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２４年度 － － － － － － － － － － － －
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２７年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ ５４，６７０ ９．０ １３１，５８９ ２．４ ３３，１５８ ２．０

２７年７～９月 ３４，０７２ ７．０ １１，０５０ ３．８ ５９，０４４ ９．４ １３，７２６ ７．８ ３２，７１４ ２．９ ８，２７２ ２．６
１０～１２月 ３６，９７５ ２．８ １０，９８３△ １．８ ５８，４８７ １０．６ １３，９８２ ７．５ ３６，８０９ ０．７ ８，８４１ △ ０．５

２８年１～３月 ３６，５０６ ４．４ １０，５４４△ １．７ ５８，５９６ １１．８ １３，５８２ ８．５ ２５，３３１ １．８ ７，２９５ ２．０
４～６月 ３０，１７６ ３．１ ９，６９７△ ０．１ ５８，６１２ ９．２ １４，１８２ ６．０ ３６，６８３ △ ０．１ ８，８１６ ０．８
７～９月 ３４，０３１△ ０．１ １０，７０４△ ３．１ ６２，１１１ ５．２ １４，３５２ ４．６ ３２，５４０ △ ０．５ ８，１８５ △ １．０

２７年 １１月 １１，２５５△ ３．０ ３，３５８△ ３．７ １９，１９８ １０．８ ４，４３２ ７．３ １１，５３７ ０．９ ２，７１６ △ ２．３
１２月 １５，２２２ ６．６ ４，５７５△ ２．８ ２０，１２８ １０．０ ５，０００ ５．７ １３，８８６ △ １．３ ３，３７６ △ ２．７

２８年 １月 １３，０８８ １０．２ ３，７３７ ３．２ ２０，４５５ ８．１ ４，４４７ ８．０ ８，６３６ ３．８ ２，４３１ ３．１
２月 ９，８９８ ３．７ ２，９８９△ １．２ １９，６１３ １３．９ ４，４３６ １０．８ ７，２２７ ３．７ ２，２３４ ２．３
３月 １３，５２０△ ０．３ ３，８１８△ ６．３ １８，５２８ １３．８ ４，６９８ ６．８ ９，４６８ △ １．３ ２，６３０ ０．９
４月 １０，３３５ ５．５ ３，１３７△ ０．９ １９，２２３ １２．７ ４，６２５ ９．５ １１，６８２ ０．０ ２，９４９ ３．３
５月 ９，８７２ ０．５ ３，２２４△ ２．１ １９，０２８ ７．２ ４，７９４ ３．８ １４，０１１ １．５ ３，１４８ △ １．４
６月 ９，９６９ ３．４ ３，３３６ ２．６ ２０，３６１ ７．８ ４，７６３ ４．９ １０，９９０ △ ２．３ ２，７１９ ０．７
７月 １１，５８０ ３．４ ４，２０２ １．６ ２０，７１０ ５．８ ４，９８５ ５．９ １１，５１１ △ １．１ ２，９３５ ３．７
８月 １１，５３５△ ５．４ ３，３８３ △１１．１ ２１，３７３ ５．０ ４，８４１ ３．５ １１，０９９ △ １．２ ２，７８２ △ ２．８
９月 １０，９１６ ２．２ ３，１１９ ０．３ ２０，０２８ ４．９ ４，５２７ ４．２ ９，９３０ ０．９ ２，４６９ △ ４．３
１０月 １０，９０６ ３．９ ３，１２４ ２．４ ２０，０７８ ４．８ ４，７３８ ４．１ １１，１９３ △ １．７ ２，７３９ △ ０．４
１１月 １０，８０７△ ４．０ ３，２５２△ ３．１ １９，９７７ ４．１ ４，６４７ ４．９ １１，１１８ △ ３．６ ２，７３６ ０．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ ２７６，３８１ ８．１ ２８７，７０１ １．３ １１，７２２ ８．６ ４８３ ３７．６
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △ ６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △ １．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２７年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △ １．７ ２８５，５８８ △ ０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６

２７年７～９月 １４６，９１８ ３．３ ２９，１８２ ５．３ ２４８，９１１ ０．０ ２８１，９７９ １．０ ３，８９６ ２．８ ３２４ ３０．７
１０～１２月 １３７，８５２ ２．６ ２８，１９２ ５．１ ２７０，６２６ ４．４ ２９１，３０８ △ ３．０ ３，１０８ ４．８ ３０８ ３０．７

２８年１～３月 １２６，８５５ ２．４ ２６，６７３ ５．２ ２５０，０７２ △ １．６ ２８３，８７９ △ ２．５ ２，８７９ ５．８ ３７６ ３０．７
４～６月 １３４，７８９ １．１ ２８，２２０ ３．６ ２４７，１９８ △ １．４ ２８０，６００ △ １．６ ３，２００ ８．８ ２５５ ８．４
７～９月 １４８，９２２ １．４ ３０，２６３ ３．７ ２４３，１０２ △ ２．３ ２７３，８４１ △ ２．９ ４，１１１ ５．５ ３６２ １１．５

２７年 １１月 ４３，８７８ ２．１ ８，９９０ ４．２ ２６２，５６６ １４．４ ２７３，２６８ △ ２．５ ９５９ ３．４ ７７ ２１．９
１２月 ４７，５４３ ２．０ ９，７１８ ５．１ ２９２，９３９ ２．２ ３１８，２５４ △ ４．２ ９９４ ７．２ １３５ ３６．４

２８年 １月 ４２，５５１ １．６ ８，８４９ ４．８ ２５１，２９６ ０．９ ２８０，９７３ △ ３．１ ９１４ ７．７ １３９ ４６．７
２月 ４０，２４７ ４．９ ８，４５３ ７．６ ２３６，１６９ ０．６ ２６９，７７４ １．６ ９３４ ４．４ １４１ ２７．５
３月 ４４，０５７ １．１ ９，３７１ ３．５ ２６２，７５０ △ ５．８ ３００，８８９ △ ５．３ １，０３２ ５．６ ９５ １６．６
４月 ４３，１１４ ０．８ ９，１９０ ４．５ ２５６，１８９ △ １．２ ２９８，５２０ △ ０．７ ９３５ １３．７ ７５ ８．１
５月 ４６，２８３ １．４ ９，５９３ ２．６ ２４３，９０３ △ ３．１ ２８１，８２７ △ １．６ １，０９８ ６．１ ８４ △ １．２
６月 ４５，３９２ １．０ ９，４３６ ３．８ ２４１，５０３ ０．２ ２６１，４５２ △ ２．７ １，１６７ ７．８ ９６ １８．５
７月 ５０，４４４ ０．０ １０，４１６ ３．８ ２４２，４３８ △ ０．３ ２７８，０６７ △ ０．９ １，３０３ ６．７ １４３ １０．０
８月 ５１，４１７ ２．１ １０，２９５ ３．４ ２４１，９９４ １．０ ２７６，３３８ △ ５．１ １，４７６ ５．１ １２２ ７．２
９月 ４７，０６１ ２．０ ９，５５２ ４．０ ２４４，８７４ △ ７．２ ２６７，１１９ △ ２．６ １，３３２ ４．８ ９７ ２０．２
１０月 ４８，２４８ ３．９ ９，８９３ ４．３ ２６６，５９８ ４．０ ２８１，９６１ △ ０．２ １，２１４ ５．２ １１５ １９．６
１１月 ４４，３５５ １．１ ９，３３２ ３．８ ２８０，６０４ ６．９ ２７０，８４８ △ ０．９ ９９９ ４．１ p ９３ ２０．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０１７年２月号

ｏ．２４７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２９～０３３　主要経済指標　※項目増  2017.01.20 15.27.59  Page 30 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ １，６４７ ７．０ ４４，５５９ １０．０ ８７，０２６ △ ３．０
２５年度 ３４，９６７ △ １．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，６７９ ７．０ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △ ７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △ ７．４ ４５，０１３ △ ５．６ ９７，８０５ ０．８
２７年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △ ０．４ ４４，２７８ △ １．６ １０１，８３８ ４．１

２７年７～９月 １０，２４０ １６．０ ２，３６４ ６．２ ６２２ ２６．１ １１，５２７ １．５ ２４，５２７ △ ０．９
１０～１２月 ９，２２７ △ ４．１ ２，３２３ △ ０．７ ３４８ １３．４ １０，５１７ △ ８．１ ２２，８９８ ２．１

２８年１～３月 ５，４１４ １１．４ ２，１６４ ５．５ ２８９ △１４．６ １０，２０５ △ ２．９ ２８，８３２ ３．４
４～６月 １０，７０６ １３．３ ２，４７１ ４．９ ５８０ １５．３ １１，９７６ △ ０．４ ２３，９１３ △ ６．５
７～９月 １０，７０７ ４．６ ２，５３１ ７．１ ５８６ △ ５．８ １１，８１１ ２．５ ２６，１３０ ６．５

２７年 １１月 ３，１５５ △ ８．９ ７９７ １．７ １００ ８．９ ３，３２９ △ ５．５ ６，６８６ １．２
１２月 ２，７５９ ０．９ ７５５ △ １．３ ７９ △２０．５ ３，４６２ ６．５ ８，５１６ △ ３．６

２８年 １月 １，１８６ １７．１ ６７８ ０．２ ５６ △ ９．０ ３，０５９ △１１．９ ７，２９５ ８．４
２月 １，５７８ ０．９ ７２８ ７．８ ６２ △７１．３ ３，５５８ △１２．４ ７，３６１ △ ０．７
３月 ２，６５０ １６．０ ７５７ ８．４ １７１ １８５．４ ３，５８９ ２０．７ １４，１７７ ３．２
４月 ３，５６６ ４．８ ８２４ ９．０ １３６ △２６．５ ３，２７９ △２３．２ ７，７２１ △ ８．２
５月 ３，６８４ ３２．９ ７８７ ９．８ １７９ ８．６ ４，４８４ １５．０ ６，７５７ △１１．７
６月 ３，４５６ ５．６ ８６０ △ ２．５ ２６５ ７３．４ ４，２１３ ９．１ ９，４３６ △ ０．９
７月 ３，３４３ △ １．７ ８５２ ８．９ １７６ △ ２．７ ３，３４４ △２０．６ ７，８０４ ５．２
８月 ３，９３１ １３．９ ８２２ ２．５ １９８ △１１．７ ４，４５９ ２１．３ ７，３４４ １１．６
９月 ３，４３３ １．３ ８５６ １０．０ ２１２ △ ２．２ ４，００８ １０．１ １０，９８２ ４．３
１０月 ３，９９５ ２０．６ ８７７ １３．７ ２１０ ２４．６ ３，５１７ △ ５．６ ７，２６２ △ ５．６
１１月 ３，４９７ １０．８ ８５１ ６．７ ９７ △ ２．２ ３，８０２ １４．２ ７，３７８ １０．４

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △ ９．８ ５０，９４０ △ ８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △ ７．７ ４，４５３，５０９ △ ７．９
２７年度 １６８，７０８ △ ６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △ １．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △ ７．６

２７年７～９月 ４３，３１５ △ ７．０ １３，７０８ △ ０．４ １６，４０９ ２．９ １３，１９８ △２１．７ １，０２７，０３６ △ ７．０
１０～１２月 ３５，０３２ △ ８．５ １１，１７４ ７．２ １１，９２３ △ ３．２ １１，９３５ △２３．２ ９３７，１０１ △ ８．９

２８年１～３月 ４８，０７５ △ ５．２ １７，７４９ １５．５ １４，３９８ △ ９．９ １５，９２８ △１７．６ １，２４３，５７６ △ ７．５
４～６月 ４２，６０２ ０．７ １４，９０２ １８．９ １６，０３０ △ ３．８ １１，６７０ △１０．９ ８８９，０７９ △ ２．１
７～９月 ４４，３６４ ２．４ １５，２４７ １１．２ １５，７８３ △ ３．８ １３，３３４ １．０ １，０２４，４４１ △ ０．３

２７年 １１月 １１，９１９ △ ７．０ ３，５５７ △ ０．１ ４，１６８ ０．５ ４，１９４ △１８．０ ３１４，０５２ △ ７．６
１２月 １０，８２８ △１２．７ ３，９６５ ２３．９ ３，３２１ △ ９．６ ３，５４２ △３６．０ ３０７，８５９ △１４．６

２８年 １月 １１，６８７ ３．７ ４，５３２ ５０．３ ３，３３８ △１４．３ ３，８１７ △１２．４ ３２８，９９４ △ ４．４
２月 １３，３７３ △ ２．４ ４，８１４ １９．６ ３，８４７ △ ９．９ ４，７１２ △１２．９ ３８２，１１４ △ ７．５
３月 ２３，０１５ △１０．５ ８，４０３ ０．９ ７，２１３ △ ７．８ ７，３９９ △２２．６ ５３２，４６８ △ ９．３
４月 １３，５９３ ３．８ ４，３８５ ８．５ ５，３９３ ３．４ ３，８１５ △ ０．５ ２６９，２５０ ２．２
５月 １２，２４９ △ １．２ ４，２１８ １７．２ ４，２５２ △ ９．３ ３，７７９ △ ８．０ ２７５，５０５ △ １．４
６月 １６，７６０ △ ０．２ ６，２９９ ２８．９ ６，３８５ △ ５．５ ４，０７６ △２１．０ ３４４，３２４ △ ５．６
７月 １６，３１８ △ ２．４ ５，３９７ ２．４ ６，５４０ △ ９．０ ４，３８１ ３．０ ３４８，１６２ △ ２．２
８月 １２，２５３ ９．９ ４，１９６ １９．７ ４，５１２ ９．５ ３，５４５ ０．７ ２７９，３７４ ２．９
９月 １５，７９３ ２．２ ５，６５４ １４．７ ４，７３１ △ ７．３ ５，４０８ △ ０．３ ３９６，９０５ △ ０．７
１０月 １２，４１４ １．１ ４，２４３ １６．２ ４，１５３ △ ６．３ ４，０１８ △ ４．３ ３１４，７０５ △ ０．２
１１月 １３，２７５ １１．４ ４，０９９ １５．２ ４，９７３ １９．３ ４，２０３ ０．２ ３４１，８３３ ８．８

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０１７年２月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍

原数値 人 前 年 同
月比（％） 人 前 年 同

月比（％）
％

原数値
２４年度 ７７６，４３６ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ０．５７ ０．７４ ２４，９４３ ９．６ ６６２，７２８ １０．０ ５．１ ４．３
２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △ ７．６ １４５，２２２ △ ０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２７年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △ ３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３

２７年７～９月 ２１５，６６１ △１８．９ ３８，２２５ △ ８．０ ０．９９ １．０８ ３１，５７８ ５．０ ７６０，５２３ ３．１ ３．３ ３．４
１０～１２月 ９６，７２７ △ ４．３ ２９，３３６ △ ４．０ １．０２ １．１７ ２８，７８４ ５．４ ７４３，８９５ ６．７ ３．４ ３．１

２８年１～３月 ９５，９８２ １１．２ ２６，８９７ １．２ ０．９９ １．２２ ３２，７６７ １．５ ８３６，１５０ ５．０ ３．８ ３．２
４～６月 ４００，５７６ １０．５ ４７，０３２ ４．０ ０．９５ １．１２ ３２，２４１ ２．１ ７８２，６８６ ６．２ ３．４ ３．３
７～９月 ２２０，１５６ ２．１ ４０，８０７ ６．８ １．０７ １．２２ ３２，６６９ ３．５ ８０５，３７３ ５．９ ３．９ ３．１

２７年 １１月 ３４，２７５ ３６．８ ８，７２０ ３．３ １．０２ １．１７ ２７，５９４ ６．６ ７１８，０６０ ９．２ ３．４ ３．２
１２月 １５，９３２ △３１．７ ８，０８６ △ ９．６ １．０１ １．２１ ２５，０１６ ４．９ ６７０，２７０ ５．７ ↓ ３．１

２８年 １月 ５，８２８ △５１．８ ６，５３５ △ ２．６ ０．９９ １．２３ ３１，９０９ △ ０．２ ８４６，２８２ １．３ ↑ ３．２
２月 ６，５３０ △５４．２ ６，９６８ △ ２．２ ０．９９ １．２３ ３３，１８５ ６．１ ８４３，７１１ ８．７ ３．８ ３．２
３月 ８３，６２３ ３９．３ １３，３９５ ５．０ ０．９７ １．２１ ３３，２０８ △ １．１ ８１８，４５８ ５．３ ↓ ３．３
４月 １５２，０１８ １．９ ２０，３０１ １０．６ ０．９２ １．１２ ３４，２４７ １．４ ８００，６１８ ３．５ ↑ ３．４
５月 １３６，７２９ ３０．２ １１，４５３ １．４ ０．９５ １．１１ ３０，５９９ ３．１ ７４９，６６０ １０．０ ３．４ ３．２
６月 １１１，８２８ ３．３ １５，２７８ △ １．８ ０．９９ １．１４ ３１，８７６ １．８ ７９７，７８０ ５．５ ↓ ３．１
７月 ９６，９８８ １．６ １３，６１８ △ ６．９ １．０５ １．１８ ３３，４５０ △ １．３ ７９４，４２６ △ ０．５ ↑ ３．０
８月 ６９，０９６ １２．７ １２，４７３ １２．０ １．０７ １．２２ ３１，４６０ ４．１ ７８８，８３３ ９．６ ３．９ ３．２
９月 ５４，０７１ △ ８．１ １４，７１６ １８．１ １．１０ １．２６ ３３，０９６ ８．０ ８３２，８６１ ９．１ ↓ ３．０
１０月 ４２，１８９ △ ９．３ １１，２７３ △１０．０ １．０９ １．２８ ３２，８６４ △ ２．６ ８４０，９５３ △ ０．３ － ２．９
１１月 ２０，７５９ △３９．４ ８，２２０ △ ５．７ １．１０ １．３１ ２９，１６１ ５．７ ７７４，９４５ ７．９ － ３．０

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２７年＝１００ 前 年 同
月比（％）２７年＝１００ 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 円／ドル 円
月（期）末

２４年度 ９６．３ ０．０ ９６．５ △ ０．２ ４３２ △ ６．９ １１，７１９ △ ７．８ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 ９７．５ １．２ ９７．２ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △ ９．４ １０９．９２ １９，２０７
２７年度 ９９．８ △ ０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △ ８．９ ８，６８４ △ ９．０ １２０．１３ １６，７５９

２７年７～９月 １００．２ △ ０．５ １００．１ △ ０．２ ７７ ５．５ ２，０９２ △１４．１ １２２．２３ １７，３８８
１０～１２月 １００．１ △ ０．７ １００．１ △ ０．１ ５９ ０．０ ２，１５２ △ ３．２ １２１．４８ １９，０３４

２８年１～３月 ９８．７ △ ０．８ ９９．５ △ ０．１ ６８ △１７．１ ２，１４４ △ ５．６ １１５．４５ １６，７５９
４～６月 ９９．４ △ ０．８ ９９．８ △ ０．４ ６３ ３．３ ２，１２９ △ ７．３ １０８．１７ １５，５７６
７～９月 ９９．４ △ ０．９ ９９．６ △ ０．５ ７４ △ ３．９ ２，０８７ △ ０．２ １０２．４０ １６，４５０

２７年 １１月 １００．２ △ ０．５ １００．１ ０．１ １５ ７．１ ７１１ △ ３．３ １２２．５４ １９，７４７
１２月 ９９．９ △ ０．７ １００．０ ０．１ ２２ △ ４．３ ６９９ １．８ １２１．８４ １９，０３４

２８年 １月 ９８．８ △ ０．８ ９９．５ △ ０．１ １９ △１７．４ ６７５ △ ６．３ １１８．２５ １７，５１８
２月 ９８．６ △ ０．６ ９９．４ ０．０ ２２ １０．０ ７２３ ４．４ １１５．０２ １６，０２７
３月 ９８．８ △ ０．９ ９９．５ △ ０．３ ２７ △３０．８ ７４６ △１３．１ １１３．０７ １６，７５９
４月 ９９．３ △ ０．８ ９９．８ △ ０．４ ２３ △ ４．２ ６９５ △ ７．１ １０９．８８ １６，６６６
５月 ９９．４ △ ０．８ ９９．９ △ ０．４ １８ １２．５ ６７１ △ ７．３ １０９．１５ １７，２３５
６月 ９９．５ △ ０．７ ９９．８ △ ０．４ ２２ ４．８ ７６３ △ ７．４ １０５．４９ １５，５７６
７月 ９９．３ △ １．０ ９９．６ △ ０．５ ３０ ３．４ ７１２ △ ９．５ １０３．９０ １６，５６９
８月 ９９．３ △ １．０ ９９．６ △ ０．５ ２２ △１５．４ ７２６ １４．９ １０１．２７ １６，８８７
９月 ９９．５ △ ０．７ ９９．６ △ ０．５ ２２ ０．０ ６４９ △ ３．６ １０２．０４ １６，４５０
１０月 ９９．６ △ ０．６ ９９．８ △ ０．４ ２２ ０．０ ６８３ △ ８．０ １０３．８２ １７，４２５
１１月 ９９．７ △ ０．５ ９９．８ △ ０．４ ２１ ４０．０ ６９３ △ ２．５ １０８．１８ １８，３０８

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０１７年２月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２４年度 ４０１，４６７ ７．２ ６３９，４００ △ ２．１ １，６９８，５３０ ３．８ ７２０，９７８ ３．４
２５年度 ４７１，８５１ １７．５ ７０８，５６５ １０．８ １，９１４，９７９ １２．７ ８４６，１２９ １７．４
２６年度 ４６８，５１６ △ ０．７ ７４６，６７０ ５．４ １，３４９，５００ △２９．５ ８３７，９４８ △ １．０
２７年度 ４７７，１７９ １．８ ７４１，１７４ △ ０．７ １，１３２，７６３ △１６．１ ７５２，０４８ △１０．３

２７年７～９月 １３５，７８７ １７．４ １８９，５６４ ３．７ ２９９，４７８ △ ７．４ １９９，０６６ △ ５．９
１０～１２月 １２７，１８６ △ ０．３ １８８，５７８ △ ４．６ ２８９，１４０ △２２．８ １９０，０１６ △１３．９

２８年１～３月 ９９，５５５ △１４．３ １７５，１１９ △ ７．９ ２４６，４８８ △２９．４ １７１，７０７ △１５．７
４～６月 ９３，７２７ △１８．２ １７０，０６７ △ ９．５ １９４，７１３ △３４．６ １５５，３８３ △１８．８
７～９月 ８７，２４１ △３５．８ １７０，１４４ △１０．２ ２０８，２４５ △３０．５ １６０，３３８ △１９．５

２７年 １１月 ３８，９０１ △ ３．５ ５９，７８７ △ ３．４ ９０，９１０ △２７．５ ６３，６６２ △１０．２
１２月 ４２，８１０ △ ４．２ ６３，３７８ △ ８．０ １０７，０２９ △２０．７ ６１，９８９ △１８．０

２８年 １月 ３３，３９８ △２３．６ ５３，５１４ △１２．９ ８５，８２７ △３２．９ ５９，９９１ △１７．８
２月 ３０，９７９ △ ３．７ ５７，０３７ △ ４．０ ７５，４６４ △２８．６ ５４，６３８ △１４．２
３月 ３５，１７８ △１２．７ ６４，５６８ △ ６．８ ８５，１９６ △２６．４ ５７，０７７ △１４．９
４月 ３４，０７８ △２０．６ ５８，８９１ △１０．１ ６４，９９２ △３６．５ ５０，６８５ △２３．３
５月 ２８，４８８ △１６．５ ５０，９１８ △１１．３ ７０，６１４ △３０．５ ５１，３４７ △１３．７
６月 ３１，１６２ △１７．２ ６０，２５８ △ ７．４ ５９，１０７ △３６．９ ５３，３５１ △１８．７
７月 ２８，７４３ △４６．４ ５７，２９２ △１４．０ ６０，１２３ △４４．２ ５２，１８８ △２４．６
８月 ２６，２２５ △３８．１ ５３，１６６ △ ９．６ ６９，９９２ △３０．２ ５３，３９６ △１７．２
９月 ３２，２７３ △１９．０ ５９，６８６ △ ６．９ ７８，１２９ △１４．７ ５４，７５４ △１６．２
１０月 ２６，２９６ △４２．２ ５８，７０４ △１０．３ r ６６，９７２ △２６．６ r ５３，７８８ △１６．４
１１月 ２５，７４２ △３３．８ ５９，５６８ △ ０．４ p ８７，１１６ △ ４．２ p ５８，０６０ △ ８．８

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０６ ３．２ ９３，４４７ △ ０．５ ４，２６７，２９１ ２．２
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６８ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６２２ ２．５
２６年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △ ０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
２７年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８

２７年７～９月 １４７，６７７ ２．５ ６，７４１，０５５ ３．５ ９４，６８８ １．７ ４，５５８，７３９ ３．４
１０～１２月 １４９，１７２ １．０ ６，７５７，７４１ ２．７ ９６，４３８ １．６ ４，６１２，９８５ ３．２

２８年１～３月 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
４～６月 １５１，７７５ １．３ ７，１２４，０１２ ５．４ ９６，０３３ ２．１ r４，６０７，９９４ ２．４
７～９月 １５１，６８７ ２．７ r７，１４７，８１５ ６．０ ９７，１６３ ２．６ r４，６５９，２５１ ２．２

２７年 １１月 １４７，６７５ １．１ ６，７７０，４８３ ３．５ ９５，５７３ １．８ ４，５６２，３５８ ３．３
１２月 １４９，１７２ １．０ ６，７５７，７４１ ２．７ ９６，４３８ １．６ ４，６１２，９８５ ３．２

２８年 １月 １４８，０４１ １．６ ６，７４４，０７３ ２．９ ９６，３３３ ２．０ ４，６０１，４１３ ３．５
２月 １４７，６３７ ０．７ ６，８４８，３１７ ３．９ ９６，１９２ １．７ ４，５８８，３７３ ２．９
３月 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
４月 １５１，１９８ ２．５ ７，１１６，９７７ ６．０ ９６，３０１ ２．７ ４，６０３，７５７ ２．９
５月 １５１，９２７ ２．２ ７，１２８，１４５ ５．５ ９６，２５６ ２．５ ４，６００，９７８ ２．７
６月 １５１，７７５ １．３ ７，１２４，０１２ ５．４ ９６，０３３ ２．１ r４，６０７，９９４ ２．４
７月 １４９，７４８ １．４ ７，０８４，７３４ ５．６ ９６，５７３ ２．３ ４，６１２，５７９ ２．３
８月 １５０，３５４ １．４ ７，０９９，７５０ ５．９ ９６，３６５ １．９ ４，６１３，２５０ ２．２
９月 １５１，６８７ ２．７ r７，１４７，８１５ ６．０ ９７，１６３ ２．６ r４，６５９，２５１ ２．２
１０月 １５０，８７２ ２．２ ７，１８２，１９１ ７．１ ９７，１３７ ２．２ ４，６４６，２９３ ２．４
１１月 １５２，０４１ ３．０ ７，２５２，３９４ ７．１ ９８，３５７ ２．９ ４，６８１，２３３ ２．６

資料 日本銀行

主要経済指標（５）主要経済指標（５）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０１７年２月号
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（平成２８年１０～１２月期実績、平成２９年１～３月期見通し）

●北極海航路と北海道
～北極をめぐる新たな国際関係出現に備えて～

●中国人観光客は北海道経済発展の鍵

●経済コラム 北斗星
課題の多い平成２９年の北海道経済
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